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令和６年１２月２０日 
幼保総合支援室利用者支援担当 

 
認定こども園等における利用調整の見直し案の検討について 

 
１ 幼保推進部会での意見 

 令和６年１０月１５日開催の第２回幼保推進部会での議論及び部会後に提出された意

見書別紙１にある、認定こども園における利用調整の緩和について、本市の状況を踏ま

え検証する。 

＜幼保推進部会での議論＞ 

＜委員からの意見＞ 

・ 待機児童が発生していない市町村では、直接契約である認定こども園について

は、第１希望の児童が優先して利用できるという取扱いが可能。 
・ 待機児童が発生しておらず、保育利用児童の更なる減少が見込まれる状況におい

て、認定こども園を保育園と同様に扱うのではなく、認定こども園と保育園の役割

をはっきりと区別すべき。 
・ 待機児童がいない、つまり第１希望を優先したとしても、第２希望以降で必ずど

こかの施設を利用できるという前提なのであれば、利用調整の弾力化について、も

う少し丁寧な議論をして欲しい。 
＜本市からの回答＞ 

⇒ 全体の３割近く、１００を超える施設において定員外で受入れており、年度途中

においても、歳児や地域によっては数か月の入所待ちというケースもあり、引き続

き利用調整が必要な状況に変わりなく、認定こども園に限り、保護者が希望する園

を利用できるという状況に持っていくことは、現時点では困難。 
また、保育の必要性の高い子どもが、希望する施設の利用ができなくなる可能性

や、人気のある保育施設に利用希望が集中して、定員割れの施設が更に拡大すると

いったような懸念があり、今後、５年間の子どもの数の推移を注視していく必要は

あるが、直ちに認定こども園の利用調整を緩和することについては、慎重に考える

必要がある。 
 

＜意見書の内容＞ 

○ 委託契約である保育園と直接契約である認定こども園の違いについて、市も認識

しているはず。 

○ 「待機児童が０人またはそれに近い状況にある市町村」では、利用者の選択や希望

を重視することから認定こども園では第一希望の保護者の中から入園を決定するこ

とができる。 

○ 第２回部会にて、市は「市内１００か園で利用定員超が存在する。」「人気園に申し

込みが殺到すると待機児が発生するため、他園にも入園させるよう取り計らわなけ

ればならない」との理由で「利用調整の緩和」は行わないと説明された。 

○ まず、定員超過１００か園の超過人数の合計、１か園の平均超過人数等、実数を公

表していただきたい。 

○ 約９，０００人の供給過剰が見込まれる中、認定こども園への利用者の選択、希望

をこれからも５年間重視しないという方針が出されることには納得できない。 

○ 現行の利用調整が５年間固定されることなく、年次ごとに状況を踏まえて認定こ

ども園の利用調整の緩和を進めていただきたい。 

資料３
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２ 直接契約施設における利用調整緩和制度について 

（１）制度概要 

 子ども・子育て支援制度においては、保育の実施義務を負う市町村は、すべての特

定教育・保育施設等に係る利用調整を行うこととされており、特定教育・保育施設は、

正当な理由なく利用の申込みを拒むことができず（応諾義務）、また利用調整に対する

協力義務が課せられている。 

一方、市町村と保護者が契約し、その保育の実施を委託されているという位置付け

の保育園とは異なり、認定こども園、小規模等の地域型保育事業については、保護者

と施設の直接契約であるという特性を踏まえ、待機児童が発生していない等の一定の

条件を満たす市町村については、子ども・子育て会議の了解を得た場合、保護者の希

望をより踏まえた利用調整が可能とされている（別紙２平成２７年２月３日付け内閣

府・厚生労働省連名通知「児童福祉法に基づく保育所等の利用調整の取扱いについて」）。 

（２）利用調整緩和の要件・利用調整方法 

 ア 対象となる市町村 

 以下の①、②のいずれかに該当する市町村 

①  待機児童がおらず、保育所等の保育利用の状況に余裕のある市町村 

過去３年間、以下の要件（ａ）（ｂ）を満たし、各市町村における子ども・子育

て会議（本市の場合は幼保推進部会）において説明し、了解を得た市町村 

（a） ４月１日時点における待機児童が０人であること 

（b） 保育所等の利用定員数が当該市町村における利用児童数を上回っていること 

②  待機児童が０人又はそれに比較的近い状況の市町村であって、翌年度には待機

児童０人を達成又は維持出来る見込みが立つ市町村 

※ ②の要件の詳細は省略 

イ 調整方法 

 アの要件を満たした市町村においては、以下の利用調整方法を実施可能 

○ 直接契約施設・事業である認定こども園及び地域型保育事業において、当該施設

を第１希望とする保護者の中から利用調整を行い、保育の必要度の高い順に決定 

○ 基本的には施設を通じて利用募集を行った上で、市町村が利用調整を行う 

○ 第１希望の利用ができない場合、第２希望以下の施設で通常の利用調整を行う 

○ 利用調整の時期は市町村が定める（全施設類型の時期を揃えることも、各園の希

望時期を尊重する取扱いとすることも可能） 

（３）実施した場合に想定されるフロー 

① 保護者は第一希望の認定こども園・小規模等に保育申込し、施設は申込書を取り

まとめて京都市に提出 
② 京都市が保育要件を審査、利用調整のポイントを付け、施設に第１希望の点数順

に並んだリストを提供 
③ 施設は点数の高い順から内定児童を決定し、京都市に連絡 
④ 京都市は、内定児童に内定通知を送付。内定にならなかった児童には、第２希望

以降で調整し、第２希望以降の希望がない児童には保留通知送付 
⑤ ①～④において内定にならなかった児童及び認定こども園・小規模等を第１希望

にしなかった児童（保育園を第１希望とした児童）で通常の利用調整 
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   ＜イメージ図＞ 
    

 
 

  

 
    

 
 
 
（４）利用調整緩和による各施設・保護者にとっての影響 
＜利用調整緩和による各施設・保護者にとっての影響＞ 
 当該緩和により、認定こども園及び小規模等においては、自園を希望する児童を優先

して決定できることになる。また、これらの施設を希望する保護者にとっても希望園に

内定しやすくなるとともに、利用調整の結果を早期に知ることができる。 
 一方で、保育の優先度が低い児童が希望園に内定し、高い児童が保留になるといった、

保育の必要性の逆転が生じることも想定される。 
 また、先行して認定こども園及び小規模等に内定することにより、保育園においては

利用調整を受ける児童が減少し、内定児童数減となる可能性もある。 
 

（５）他都市の状況 
ア 政令市 
 全政令市（２０都市）が利用調整緩和の要件を満たしているが、現時点において実

施している市はなく、導入に向け検討を進めている市も確認できなかった。 
イ 実施自治体 
 いくつかの自治体では、下表のとおり利用調整緩和を実施している。 

＜利用調整緩和実施自治体＞ 
自治体名 対象歳児 対象施設 R6.4 待機児童数 R6.4 人口 

東京都練馬区 ２号のみ 認定こども園 ０人 ７４万人 
東京都板橋区 ２号のみ 認定こども園 ０人 ５７万人 
東京都日野市 ２号のみ 認定こども園 ２６人 １９万人 
兵庫県三田市 ２号のみ 認定こども園 ２人 １１万人 

  ※ 京都市の人口（令和６年４月時点）：１３８万人 
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３ 本市の考え 

 本市においては年度当初の待機児童ゼロを達成しており、全市合計の保育利用定員が

利用児童数を上回っていることから、認定こども園等の利用調整の緩和を検討するため

の要件を満たしている。 
 しかしながら、単純に保育利用定員が利用児童数を上回る状況になれば、利用調整が

不要となるわけではなく、保育を必要とする方が確実に保育を利用するためには、需要

の偏在や各家庭の事情も踏まえたていねいな利用調整が不可欠である。 
 現に、令和６年度においても全体の約３割に当たる１００を超える施設に定員外の受

入れに協力していただくことで待機児童ゼロを達成しているものであり、現状は、利用

状況に余裕があるといえる状況にはない。 
 また、当該緩和の実施により現行の利用調整では保育利用が可能な保育利用の優先度

が高い方が保留となるなど、著しい優先度の逆転が生じうる状況でもあり、当該緩和の

導入に当たっては、保育を必要とする方がサービスを利用できることが担保される必要

がある。 
 他都市状況についても調査をしており、現時点においてすべての政令市が要件を満た

しているが、実施している都市はない。また、実施している都市でも、一部施設での導入

に留まり、すべての直接契約施設・事業所で実施している都市は見当たらなかった。 
 こうした状況から、現時点では本市において当該緩和の実施は時期尚早であると考え

ている。 
一方で、この状況が近い将来に変わっていく可能性も認識している。 

 人口減少対策は喫緊の課題であり、全庁をあげて取り組んでいくが、現時点の見込み

では、今後も少子化の進行により保育利用児童数は減少していくこととなる。 
 将来的な動向も踏まえながら先行事例等も参考にしつつ、引き続き研究を進めていく。 
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＜参考資料＞ 
（令和６年４月初日時点）行政区別定員割れ・定員超過状況 
行政区 施設数 利用定員 

 割合  割合（対定員比） 

 定員 
割れ 

定員 
超過 

定員 
割れ 

定員 
超過 

 定員 
割れ数 

定員 
超過数 

定員 
割れ 

定員 
超過 

北 30 19 7 63.3% 23.3% 2,291 ▲ 195 38 8.5% 1.7% 

上京 19 12 3 63.2% 15.8% 1,432 ▲ 216 9 15.1% 0.6% 

左京 53 32 15 60.4% 28.3% 3,253 ▲ 311 114 9.6% 3.5% 

中京 33 18 12 54.5% 36.4% 2,231 ▲ 207 66 9.3% 3.0% 

東山 9 8 1 88.9% 11.1% 652 ▲ 119 6 18.3% 0.9% 

山科 32 26 4 81.3% 12.5% 2,969 ▲ 420 9 14.1% 0.3% 

下京 26 15 9 57.7% 34.6% 1,712 ▲ 101 61 5.9% 3.6% 

南 36 23 11 63.9% 30.6% 2,721 ▲ 234 100 8.6% 3.7% 

右京 56 30 20 53.6% 35.7% 3,822 ▲ 350 135 9.2% 3.5% 

西京 41 27 9 65.9% 22.0% 2,563 ▲ 240 48 9.4% 1.9% 

洛西 9 7 1 77.8% 11.1% 885 ▲ 117 3 13.2% 0.3% 

伏見 43 26 16 60.5% 37.2% 3,749 ▲ 356 130 9.5% 3.5% 

深草 16 8 7 50.0% 43.8% 1,072 ▲ 69 34 6.4% 3.2% 

醍醐 16 14 2 87.5% 12.5% 1,505 ▲ 238 15 15.8% 1.0% 

合計 419 265 117 63.2% 27.9% 30,857 ▲ 3,173 768 10.3% 2.5% 
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平成２７年２月３日付け内閣府・厚生労働省連名通知
「児童福祉法に基づく保育所等の利用調整の取扱いについて」（抜粋）

別紙２
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